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沖縄県学力向上推進における課題改善方策の有効性

上江洲朝男*

THE Effectiveness of the Problem Improvement Policy in Academic Development Promotion 

in Okinawa. 

Asao UEZU * 

要旨

沖縄県の児童生徒の学力問題は一朝一夕には解決できない長年の課題である 10 しかし、平成 26年

度全国学力・学習状況調査において、沖縄県の小学校が 6年連続最下位から脱出し、全教科総合 24位

と一挙に躍進した。さらに、平成 27年度には 20位と向上し、一過性の結果ではないことが実証された。

中学校においても、未だ最下位ではあるが、全国との差は縮まりつつある。本論では、全国学力・学習

状況調査の結果・分析、沖縄県教育委員会の学力向上の取組の実態を踏まえて、改善方策の有効性につ

いての一考を述べる。今後の沖縄県の学力向上推進の取組の方向性を探る上で役立てたい。

I )はじめに 学力向上のためのさまざまな取り組みが重ねられ

平成 27年8月26日、「平成 27年度全国学力・ てきた」ことによる成果だと評価する一方、「学

学習状況調査」の結果が公表された。同日付の『琉 校教育が学力テスト対策ばかりに重きが置かれて

球新報』の見出しは、「小学沖縄上昇JI中学は いる」と学校現場からの懸念が述べられている。

最下位全国平均との差、改善」で、『沖縄タイ そこで、全国学力・学習状況調査における沖

ムス』の見出しは、「学テ小学生全国 20位JI昨 縄県の小学校の躍進、中学校の改善について、一

年の 24位から上昇JI中学生最下位 差は縮む」 つの契機となった学力向上推進の取組の実態と成

であった。両紙とも学力向上に関する記事をトッ 果や課題を検証し、その有効性について考察を述

プニュースとして扱い、複数面で同テーマの記事 べたい。

を掲載していることから、県民の関心の高さが伺

える。

全国学力・学習状況調査が開始されたのは平

成 19年である。平成 26年8月に、 6年連続の

最下位を脱出し、全教科総合で 24位となったこ

とが報じられた。

『琉球新報j](平成 26年8月 27日付)に掲載

された社説の見出しは、「小学順位向上長期的

な実力につなげたい」である。

小学校の順位向上は「県内の教育現場では近年、

*沖縄県教育庁義務教育課

11)本県の学力向上に係る目標と改善方策

11 -1)目標

沖縄県における学力向上対策は昭和 63年か

らスタートし、 28年目を迎える。県民総ぐる

みの取組として、現在も「沖縄 21世紀ビジョ

ン基本計画Jii、「沖縄県教育振興基本計画Jiii 

等が策定され、「確かな学力」の向上を図ること

が位置付けられている。

平成 22年度、沖縄県教育委員会(以下「県教委」

-327-



琉球大学教育学部教育実践総合センター紀要(第 23号)

とする)は、学力向上に係る目標を設定した。「幼

児児童生徒の学力を平成28年度まで、に全国水準

に高める」というのが総括目標である。この総括

目標に対する検証は、平成 29年度に行われるこ

ととなっている。

平成 26年度の目標として、小学校においては、

全学校全国平均以上」を目指し、中学校において

は「全学校全教科全国平均差5%以内」としてい

る。その検証は平成 27年度に行われる。

の起爆剤となったのは間違いないだろう。

次に、県教委義務教育課が学力向上推進に向け

て取り組んでいる内容について述べる。取組の事

業は大きく次の 10事業に分類できる。

①学力向上学校支援事業

②沖縄県学力到達度調査

③教職員指導力向上事業

④学力向上推進室訪問

⑤学力向上先進地域育成事業

⑥沖縄県学力向上Webシステム

11 -2)目標を達成するための改善方策 ⑦授業改善アドバイザー配置事業

総括目標を達成するために、県教委は「正答率 ⑧小中理科授業改善研修会

30%未満の児童生徒と無解答率の改善に向けた ⑨県指定研究校等委託

授業改善を中心とした取組」を改善方策として打 ⑩使える英語推進事業

ち出し、取組を進めてきた。下位層の児童生徒の

学習支援に視点を当てた取組は、他府県から視察 11 -4)学力向上推進のための事業概要

に訪れる学力向上対策の担当者からも注目を浴び ここでは、 10事業について、その概要を述べる。

ている。また、沖縄県の大きな課題と言える「無

解答率」の高さに注目したことは評価できると考え

る。

11 -3)現在の取組内容

平成 26年度の小学校における学力向上の躍進

の契機となったのは、これまでの長年にわたる学

力向上対策に加え、平成 25年度に県教育委義務

教育課学力向上推進室を立ち上げたことによるの

ではないか。

推進室によって、多くの施策が打ち出され、学

校支援訪問もスタートした。また、同年9月には、

年度当初の計画になかった全県の公立小・中学校

校長の研修会を開催した。「総括目標は絵に描い

た餅ではなく、本気になって取り組むべき最優先

課題であること」を確認した。

どんなに優れた取組や施策も、紙一枚の伝達で

はなかなか浸透しない。実際にその施策を形ある

ものとして実現していくのは学校現場の管理職を

はじめとする学校職員一人一人の意識の持ちょう

である。夏休み明けの多忙な時期に招集がかかっ

たことに少なからず反発もあったと容易に推測で

きる。しかし、学力向上推進室の立ち上げと全校

長への臨時研修会によって、県教委の本気度が示

され、校長先生方の心に火が点き、学力向上推進

①学力向上学校支援事業について

主にこの事業で取り組んでいるのは、学校

支援訪問と授業改善支援員派遣の2つである。

予算は 1.000千円計上されている。

②沖縄県学力到達度調査

推進室が設置されてから、調査する教科

や対象学年が増えた。現在、小学校において

は、 3年生の国語・算数、小学校5年生の国

語・算数・理科、小学校4年生、 6年生の算

数が2月に実施されている。中学校において

は、 2年生の国語・社会・数学・理科・英語、

1年生数学が実施され、今年度は実施時期が

1 2月から小学校と同時期の2月に変更とな

った。予算は 4.718千円。

③教職員指導力向上事業

主な事業は次の 3つである。一つ目が、算

数、数学、英語の地区別ブロック型研究事業。

二つ目が、算数、数学、英語の文部科学省の

学力調査官を招聴して授業研究を行う地区別

ブロック型研究会調査官招聴事業。三つ目は、

国語科の学力調査官を招轄して行う授業研究

会、小中学校国語授業改善研修会となってい

る。予算は 7.028千円。地区別なので、本島
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内だけではなく、宮古地区や八重山地区にも

招聴講師を派遣している。

④学力向上推進室訪問

効果的な取組を行い、成果を上げている学校

を訪問し、その取組の良さを県内小・中学校

へ情報提供するという事業である。また、教

育施策の策定にも生かし、本県学校教育の充

実に資するという目的も併せ持つ。 236千円

の予算を確保し、平成 27年度は 27校をすで

に訪問した。

⑤学力向上先進地域育成事業

琉球大学の人的資源、研究成果の活用をねら

った事業である。浦添市等の 4市村で取り組

む「指定地域系委託型J、特定小中との課題研

究を中心に取り組む「課題設定系委託型」、琉

球大学の人材資源活用としてアドバイザリー

スタッフを派遣する「申請型」の 3つのプロ

ジ、ェクトで学校を支援したり、連携を図った

りしている。予算は 13.510千円。

⑥沖縄県学力向上 Webシステム

沖縄県学力向上 Webシステムは、沖縄県学

力到達度調査や全国学力・学習状況調査の集

計や配信した単元確認問題の集計に活用して

いる。「教師用指導資料」をアップして提供し

たり、「サポート問題」等を提供したりするな

ど、全小・中学校が直接的に恩恵が受けられ

る事業となっている。

これまで、算数、数学の問題配信が中心であ

ったが、理科や国語にも活用できる教科を広

げている。

今年度は、 2月に実施される「平成 27年度

沖縄県学力到達度調査」に向けた事前調査と

して、沖縄県 Web実力調査を 11月に配信し、

実施した。予算は 13.741千円。

⑦授業改善アドバイザー配置事業

教科指導に卓越した力を有する教諭を授業改

善アドバイザーとして配置し、授業づくりの

支援を行う事業である。平成 27年度は 2.283

千円を計上し、県全体で 26名を配置。

⑧小中理科授業改善研修会

今年度は、1.290円の予算を計上し、宮古地

区と八重山地区において、年間各2回、授業

改善研修会を実施した。小・中学校の相互授

業参観や模擬授業参観、小・中学校の理科に

おける学習内容系統性に関する研修など、小-

中学校の理科の学力向上に特化した事業であ

る。

⑨県指定研究校等委託

「教育課程」と「生徒指導」の二つに分けて

研究校を指定している。

「教育課程」は、国語、算数・数学、理科を

中心とした授業改善に関する研究で、小学校

6校、中学校6校の 12校を指定。「生徒指導」

は、中学校 1校のみの指定となっている。予

算は 1.950円。

⑩使える英語推進事業

英語に特化した事業である。年 1回実施さ

れる「小中 EnglishPartnership WorkJや年

2回実施される「英語指導力向上研修会」や

小中学生各地区 50名が参加する「小中学生

English Summer CampJ、小学校英語活動アド

バイザー活用事業などが主な取組となってい

る。予算は 11.821千円。

本稿では、これらの事業の中の本県特有の取組

で

学校支援訪問を中心に、学力向上推進にどのよう

な役割を果たしたのかを全国学力・学習状況調査

結果を踏まえて考えていきたい。

111)全国学力・学習状況調査から

川一1)小・中学校の結果概要

【表 l】は、平成 27年度の小学校の全国学

力・学習状況調査結果の教科別概要 Ivを表し

たものである。本県及び全国の平均正答率と

その差を示している。

県教委は、【表 1】の小学校の調査結果を次の
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ように分析している。

①国語の結果

調査開始の平成 19年度、全国平均に約

4.0 Pだったが、昨年度、ー1.0Pとなり、

本年度は、全国平均に +1.9Pで、はじめて

全国平均を上回った。

②算数の結果

算数Aについては全国平均に +2.5Pで、

昨年度達成した全国上位を維持した。算数

Bについては全国平均にー0.3Pと迫り、改

善傾向にある。

③理科の結果

平成 24年度に実施された理科の抽出調

査結果(全国平均 60.9、県平均 55.5(全

国差 -5.4)と比較すると、本年度は、ー1.8

Pと迫り、改善傾向にある。

次に、中学校の結果概要を【表 2】で示す。

県教委による中学校の調査結果の分析は以下の

ようになっている。

①国語の結果

調査開始以来、全国平均との差が-8

から -6P程度続いていたが、昨年度国

語 Aが 5.0P、国語 Bが -5.4まで縮め、

本年度、国語Bは -4.5Pまで改善された。

~ 国語A 国語B

69.3 67.3 
本県 (72.0) (54.5) 

平均正答率(%)
7 0.0 65.4 

全国 (72.9) (55.5) 

-0.7 + 1 . 9 
全国との差(ポイント) (-00 9) (-1.0) 

②数学の結果

調査開始の平成 19年度は、全国平均と

の差が数学Aで-14.7P、数学 Bで-13.0

Pだったが、数学A、数学Bともに、毎年、

徐々に全国平均との差を縮めている。

③理科の結果

平成 24年度に実施された理科の抽出調

査結果(全国平均 51.0、県平均 41.4)(全

国差 -9.6)と比較すると、全国平均との差

がー7.1Pまで縮まった。

小学校においては、国語、算数ともに全国

平均と比較してほとんど差がないか、あるい

は上回っているという結果になっている。中学

校においては、改善傾向にあることが分かる。

中学校

数学A 数学B 理科

77・7 44.7 59.0 

(80.9) (57.1) (55.5) 

75.2 45.0 6 0.8 

(78.1) (58.2) (60.9) 

+ 2.5 0.3 1 . 8 

(+ 2. 8) (-1. 1) (-5.4)1 

【表 1】小学校における教科別結果の概要《上段:H 27、下段(): H 26、理科は H24;} 
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~ 
中学校

国語A 国語B 数学A 数学B 理科

7 0.0 6 1. 3 55.8 34.0 45.9 
本県

(74.4) (45.6) (58.2) (5 0.3) (41.4) 
平均正答率(%)

75.8 65.8 64.4 41.6 53.0 
全国

(79.4) (51.0) (67.4) (59.8) (54.0) 

-5.8 -4.5 -8.6 -7.6 -7.1 
全国との差(ポイント) (-5.0) (-5.4) (-9.2) (-9.5) (-9.6) 

【表2】中学校における教科別結果の概要《上段:H 27、下段 o: H 26、理科はH24} 

川-2)小学校における調査結果の推移

平成 19年度から平成 27年度までの小・中

学校各教科の本県と全国の平均正答率の推移

を見る。

【図 1】は小学校国語、【図 2】は小学校算

数である。平成 26年度、初めて全国平均を

超えた小学校の結果の実態がどのような変遷

でもたらされたのかが見えてくる。

【図 1】、【図2】の小学校国語と算数の折れ

線グラフの形状を比べて見ると、国語は全国

40.0 

35.0 
H19 十世口 H21 ト官2

とよく類似しているが、平成 24年度から平

成26年度にかけて、算数Aにおいて全国が緩

やかな傾きなのに対して、本県は急勾配なっ

ているのが分かる。また、算数Bにおいて全

国がなだらかな下降傾向を示しているのに対

して、本県は右肩上がりになっていることが

分かる。

このことから平成 25年度、 26年度と小

学校算数の伸びが大きかったことが分か

る。

ト也4 ト也5 争包@ トぜ7

【図 1】小学校国語における本県と全国の平均正答率の推移
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H20 H21 H22 V世 4

四⑮四算数A県

押噛血算数A圏

・-事費量E毘

由噛町箪融E国

同25

【図 2】小学校算数における本県と全国の平均正答率の推移

同26 H27 

次の【図 3】は、小学校における「本県と全 併せて見ていくと、本県と全国との差は急激

国の平均正答率の差の推移」のグラフである。ま に縮まったというわけではなく、徐々に差を縮め

た、【図 4】は「各都道府県のA問題・ B問題の ていることが分かる。

相関」のグラフである。

4ト国語A 岨争・国語B ......算数A ~・算数B

5.0 

2.5 

。。

ー2.5

5.0 

-7.5 

ー10.0

【図 3】小学校における本県と全国の平均正答率の差の推移
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69 2. 79.2 89.2 63_1 7).1 8::1.1 93.1 

2軍撤A lIJ瞳A

〈沖縄県教V年寄付会日 P> 乍柑拍手守山充3終.J .，'" r学位韓育関連ヂ タ'指輔世料 I-~ r学力向 t同盟資料j 吋「学力!・，jL-全山学 }J 申判収制調4霊山軸来

【図 4】小学校における各都道府県のA問題・ B問題の相関 H 22→H 25→H 27 

111 -3)中学校における調査結果の推移

【図 5】は、「中学校国語における本県と全国

の平均正答率の推移」のグラフ、【図 6]は「中

学校数学における本県と全国の平均正答率の推

移」のグラフである。全国と本県の折れ線グラフ

の形状が同形であることが分かる。

次の【図 7】は、中学校における「本県と

40.0 
H19 H20 H21 H22 

全国の平均正答率の差の推移」のグラフである。

また、【図8】は「各都道府県のA問題・ B問題

の相関」のグラフである。

併せて見ていくと、本県と全国との差は国語A.

B、数学A・Bとも、少しずつ差を縮めてきてい

ることが分かる。

H24 H25 H26 H27 

【図 5】中学校国語における本県と全国の平均正答率の推移
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【図 6】中学校数学における本県と全国の平均正答率の推移
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【図 7】中学校における本県と全国の平均正答率の差の推移
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【図 8】中学校における各都道府県の A問題・ B問題の相関 H 22→H 25→H 27 

111 -4)調査結果のまとめ

小学校においては、国語Bと算数Aの2教科が全

国平均を上回り、国語A、算数B、理科 (3年ぶ

りに実施)も全国水準に達していることが分かる。

中学校においては、正答率に関しては依然と

して課題はあるものの、国語A以外は全国平均と

の差が縮まり、着実に改善が進んでいることが伺

える。

V)改善方策の推進

V -1)県学力向上推進本部等からの提言

この項では、改善方策はどのように各学校へ周

知され、取組の充実を図っていったのかを明らか

にしたい。

まず、各学校へ周知された沖縄県学力向上推進

本部からの提言について見ていく。

【図9】は平成 25年6月に 111わかる授業」を

中核に、家庭学習の充実による学力向上について」

というタイトルでなされた提言である。

内容は「わかる授業」の構築を中核にした学

力向上の推進と「わかる授業」を支えるための家

庭学習の充実の二本柱になっている。校長、教頭

による授業観察と助言を行うことで毎時閣の授業

の充実を推進することと学習規律の徹底が重要だ

としている。また、家庭学習においては算数・

数学を重点的に取り組むことと中学校における教

科担任の指導による家庭学習を推進している。こ

の提言で、これまで県内の主流で、あった自主学習

ノートの見直しについても言及している。

【図 10】は平成 26年 1月に、 111わかる授業』

を中核に、学力向上に係る PDCAを充実」とい

うタイトルでなされた提言である。

前回の提言との違いは、大きく 5つの項立てにな

り、「家庭学習」から「学力向上に係る PDCAJ 

を充実させることにシフトチェンジしていること

である。

年度末から春休みの期聞を児童生徒の当該学

年の学習の定着を図る期間と捉え、進級学年のレ

ディネスを揃えるという視点が加わった。年度末

の朝の活動時聞に補習指導を取り入れることや定

着不十分な児童生徒に対する春休みの個別指導、

小学校における持ち上がり担任制の推進等、具体

的な提言がなされた。

二つ目の項目では、行事のスリム化等の教育

課程の見直しを校長のリーダーシップの下、行う

ことを明示した。
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三つ自の項目において、全国学力・学習状況

調査は Check・Actionの機会と捉え、各学校支

援訪問校での自校採点や分析を促している。その

結果分析を踏まえて授業改善につなぐことも提言

の中に盛り込んでいる。

四つ日の項目で、学業と部活動のメリハりを

つけることを提言した。休養日、定期テスト 1

週間前の部活動停止期間の厳守を明示している。

学習時間確保のために部活動の在り方にまで踏み

込んだ提言は様々な論議も呼んだが、学校におい

ては土日のいずれかに休養日を取ったり、平日に

休養日を設けたりするなど具体的な取組が見られ

るようになってきた。そのことは先生方の負担軽

減にもつながると評価する学校もある。

五つ目の提言は、教師個々の授業改善のため

の計画的・積極的な学校訪問を中心とした行政機

関の学校支援の充実である。

【図 11】は平成 27年9月の提言である。タイ

トルは I~わかる授業』を中核に、学校・家庭が

力を合わせ児童生徒一人一人を輝かせよう」とな

っており、学校や家庭に、児童生徒に寄り添う文

言に変化しているのが特徴である。強調されてい

るのが、「全校体制で組織的な取組の徹底」である。

柱は次の6つである。

1 ~わかる授業』の構築を中核に学力向上を

推進する

2 部活動(スポーツ少年団等の活動も含む)

を充実させるため、活動時間等を適正化する

3 幼少中連携を充実させる

4 年度末から春休みに当該学年の学習内容

の定着を図る

5 基本的な生活習慣の確立を図る

6 行政機関の学校支援訪問等について

まず、『わかる授業』の構築を中核とした学

力向上の推進については、「わかる授業 Support 

GuideJ vや「授業における基本事項 Jvi 

の活用やまとめや振り返りの確実な実施を含む 1

単位時間のマネジメント、「徹底事項」の全教科

による実践(【図 12])、学年会や教科会の充実、

沖縄県学力向上Webシステムの効果的な活用、

学力向上と生徒指導の一体化等が盛り込まれてい

る。

次に、部活動(スポーツ少年団等の活動も含

む)の充実に向けた活動時間等の適正化について

は、児童生徒の心身の負担を考慮することが重要

だとし、生活にメリハリをつける活動の在り方を

提言している。加入率向上の取組を展開するよう

に付記していることは新しい視点である。さらに、

休養日の設定についてはより具体的に提言してい

る。筋肉疲労の回復などスポーツ障害やパーンア

ウト防止のためにと、その目的も明示されている

ことが特徴と言える。

幼小中連携の充実も学力向上推進における新し

い視点である。学習規律や授業づくりの視点等で

一貫した取組を推進することで、小 1プロブレム、

中lギャップの解消を図るとしている。

学力向上を支える基本的な生活習慣の確立につ

いては、朝食摂取など保護者の責任の下に推進す

ることが示された。 6の学校支援訪問については

次項で詳述する。

このように、本県の学力向上には、義務教育課

のみならず、教育長や他課を含むメンバーで構成

された学力向上推進本部会議や校務改善検討委員

会等が関わり、よりよい学力向上の在り方を模索

してきたことが分かる。

平成25年度からの学力向上推進の取組に

おいて、これらの提言が各学校の授業改善や

学校行事、部活動に影響を与えたことは間

違いない。学力向上に対する意識を高める

上でも一定の効果があったと言えるだろう。
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『わかる鑓鶏』をゆ槙に.陸自
議腐挙鶴の務輿による挙方陣止について

~沖縄操学力向上推進本部会蟻からの提嘗~
平成25年6月

平難から、児童生徒の学力向上に翻意力いただき、感謝申し上げます.
沖縄鐘教曹聾員金l事、 f夢・£ぬふぁ轟プランIIIJに基づき‘学力肉ょを推進

しております@特に‘ r:bil商品揖襲』骨構諸民よる f輔動指事期JCO調..tについ
ては、学力向上艦粛のゆ犠と盤墨付けており‘一屠の克翼を図る盛襲がありますe

各学校においては‘授業政義の取績をー韓充実すると共に、家躍学習がより効
巣性のある取組となるよう、下認の事墳の徹患をお醸いします。

( 1) r:bかる捜襲iの鏑鑓豊中犠に響力障止を纏瀧する，
<D 梅時捕の捷鑑老尭翼させる.

そのために、

or沖縄型授業づ〈り』を遂にした授業業惑を行う.

。枝袋、教績による授幾観察を隠常的に行い、適切な助曾を行う. (OJTの売薬l

⑨ 学審議縛の徹漉を留る.

そのために. 四一一一一
。小学校低学年から‘身に付けるべき学習規俸を徹底して指織する.

の発濃の段瀦{各学年‘各校績， Iこ応じた学習綾織を共通理解し、共i麗禽践するe

(2)察鹿著書童書の発襲により..rわかる提難』を糞える.
(j)授業の理解を諜める家護学習を推進するe

そのために.

0授鎗と連動した内容(予習、復曹、纏箆関越}を璽視し、録業の中で点検・童手

偏するなど‘効薬的、効率的な取続安実蟻する@

.cf!学授においては.教科担任の熔織による家護学習を縫進する@

{教純媛僚が豊富ま書鍛識に燭わらない白書E学留ノ四ト等I草、 見穫す必援がある勢}

・算数や数学については‘麓点的に敬り絡む.

@ 学習意散を高める諜醸学習聾推進する@
そのために、

O児費生徒にとって効巣が袋感できる祭縫学習を工夫するe

。議語学習の意義について.児童主義後車び保聾者へ粘り強〈伝えるe

参考:家縫学習の参事i愈 量ill:/1装紙由H'J.oki射撃轟cjp!ed!l!露i睡ulsb"費者iJk針。/対tecb!聾l

金槙体鱗による糞践の費量E震が.鶴舞な誠暴につながります@

鞍轄庁臆傑各課・数帯著書務摂・教膏センターにおいて曹、上記事項聾援護します。

【図 9】平成 25年 5月沖縄県学力向上推進本部からの提言
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r"かる提携』告中績に.
挙潟両Aに係るPDCAe揚寓

~沖縄県挙カ向上推進本節会績からの援書~

平成26年 1月

義務教育隷

&学校における学力向上推進 (PDCA)の充潟に向けて、下記の漏り縫脅します.

(1 )尊.寝から容体みに繕篇隼鹿@事輔の怠議場回る
。隼鹿束の擁閥、輔の活動鱒闘を補習指測に尭てる.

告定績の不十分な児童生徒に対して‘春休みに個別措噂を符う.

母島容体みには既習内容を犠留するよう宿題司撃を車事えるとともに、新年度当視に確実に点

検するなど、習得の徹鷹を闘る.

告会膿掌カ・学習状誕調査や県学力遣時速度創査の過去鱒題を活F憶して復習を符う.縛fこ

S緯魁は捜裁の中で塑解さぜるよう!こする.

@小学綬における持ち上がり担任剰について穣傷的に健進し、年産*から新年鹿の指樽

の充実を接る，

(2) ..鹿の積荷龍趨0.種しで掌潟両.t0取組告書..する
窃長年の慣習にとらわれることのないよう、後最のリーダーシッブの下、学技持司Eや年間

織場計醤寄与‘敏育課轄の見寵しを行う.

11>行事告スリム化し、 1.....3月を学力拘ょの強化絡調とする.

d動家庫勤聞の時期を見酒量し、 4月は学級作りや掌曹錦織の徹底を障る.

争中学綾において.定期テストの瞬に実カテスト@直寵テスト祷}を全学年で興施し、厩膏

事項の定着を徹底する.

(3)義蔵告踏まえた取揮を.t，串鱒から盆槙停留守禽騰する
。4月の金圏構筆唱をC加ck'Actl師の織舎とし、各学績で島被採点・分析唱E禽篇する.

寄金麺踊3僚の踏..分析を筒まえ、下学年の隼開計穫に位置付け、揖黛改司書tこ積立てる，

母児建集後の学カの実態を傑麗審へ韓暢し、家施拳曹の畿底について也カを得る.

@)学カ向上WEBシステムを活用し、得世曹内容の定績を闘る.

(4)事績と留諸島のメリハリ告審魯んとつ砂.. 
ぐ;)/J""ともに、部活動と学習に集中する時聞をはっ@りさせ、児賞集後書ら奥行できる

ょう指導する.(終了鱒割のa厳守と帰宅指毒事の磁鹿}

@家胞のBなどの休筆Bや定期テスト絢の舗活動停止鮪闘【1週開}の厳守を儀躍する，

母各調スポ叫ツ大会への出織を繍越し、土震の.鹿学曹の時聞を11保する.

告審休み・車体みの午前に学習の跨震を権保し、その後に館活動を持うようtこする.

(5)脅趣樋闘の学務糞援の議書を阻る
。学枝動綱i草、教師個々の授業改奇書~.憶とし、昔十嵐的・積寵的に実擁する.
命成果をよげた司直綬切異体的な取組の濃及に事事める.

母様務官主義検討聾員会からの慢置をE隣家え、学授が多加する各種持率唱を晃穫す.

【図 10】平成 26年 1月沖縄県学力向上推進本部からの提言
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fわかる接諜j喪中棋に、学競・家躍がカを合わせ
児重量生鐘一人時時人を輝かせよう
~樽縄綴撃力向上鍵進本協会織からの擬歯~

翼手続27年9JiJ
畿務事主務線学カ向上擁進室

平成27年度句会関学力・学留筑波閥貨の綾操除、各命lIr村敏軍軍幾良会2量ぴ各学伎の効果

的・総i続的な取組むより.小学綬はさらに機よし、中学綬は会闘平均との鐙を綾策定緩めま

した.このような教替の勢いを大切にしも児難生徒一人一人の学習の定翁状況毒事を織まえ省

学習意欲唱を買高める取織を金学年で擁進するようお願いしますφ 特に‘中学設は、次年度の鱒

霊警において、『余学校・余教蒋で金霊感平均との車整備5ポイント以内Jを濃成ずるよう禽麓盤重量

で緩鎗鈎な取量盟盤轟をお願いしますe

1 rわかる按聾j抑揚襲在中韓に学力向上奇擁護量する@
(l)校条委リーダーに、全線貨で教育課程の還と鍵の管理量・充実に努める‘

・定期的に成績・評儲し祖母度途中であってもより効果的な激貌へ免穫す.

・会富語学力量健室援や華道峰鹿線変を点続・務衡の機会とし、線砲のあった学習内容について

は各教科毒事情織導針縁へ反狭させ、定点的に指噂ずる@

(2) rわかる綬梁 SIIIl抑rtGllideJ fi受懇における護軍幹事項Jを穏渇した綬鶏づ〈りを余技

体制で実務する.

・授ま量‘教療は綬費量銀翼揺を祭器fれし綾望書づくりの充爽を支援する.

4 ・徹底事項{学習内容の線点化、定書費電量況に基づいた支援、フィードパッ夕、プラス 1
のスパイvス}を金教科で言葉践する.

・金数料で f騒す・聞〈・魯〈・緩むj緩動を潟察させる.

1単位時鱒のマネジメントを意識する.婚に、終米(10分開穣度}で獄、まとめや譲

り返りを磁袋に符う.

・益事鹿き量窃や各単元の選舗に、レディネスを鍋えることを織癒する.

・ 学長事会や綾務会、数料の惨を錨えた務健会場事を議主隠させる.絡に‘中学授における殺

事古研究や綬難研究は‘金磁鑓で緩墳に嚢鬼が受わせるよう主義主義&

{鈴稽鷹{館組として与えたもの}の教観の充獲により、 fわかる箆梁Jの構築を支える.

・盤、舞・段、畿、社、楽においては.綬梁と連動した藤周縁を録時務教関湿し正次憾

の授業で点緯・害事備するなど、効5義的、効率鈴な費量緩を袋織する.特に、算数・数学事専

においては、篠崎閥5潤程度を纏慾として践し、学習の主主殺を翻る.

地学力向上Weむシステム唱を効集約に穏期する.

・綬蜂は、常に滋綾の統携を絡鑑し、各学織の支援を議選まするー

・教師は‘ W母bテスト実施後、速やかに採点結果を入カし、。怠綾及7J.脅量級‘児童生徒

鱒々の袋織を抱搬し、早織に3定畿ずる.中学校においては、定期考ヨ畿の律問(請用重量の

限建司に話用ずるe

(5)緩め活動時鱒識や放線後、後期休禦滞緩毒事の繍習簿議事毒事を充雪量さぜる，

(6)会関学力・学習状浪関釜や泉学カ到達銭鰐悲の勝嬢寄撃を綬嬢で効果鈴に湯舟ずる.号事に

8濁鰭は‘辞書護鈎に授梁で栂溺し、趣意や考え方等について緩解を潔める，

的学カ陶上と主主徒指導をー体的に雛進するごとで‘?行ぎたい学校j f:策<.

【図 11-1】 平 成 27年9月沖縄県学力向上推進本部からの提言(1枚目)
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2 部諦動〈スポ四ツ少年随等砲情動も含む〉告発糞させるため、躍動
時間帯を漉正化する.

韓正 儀活動逮務会唱，e齢剤約に聞備し、拳校、..省、指導事者等で下健司IJlJIet眠底する.
(l)滋鳴畿の獲量医学留の時網磁僚や内容の充実，盤沼の授操への集中修に鯵唱際司E及ぼさな
いよう.鑓窓生後の必身の負鋼電事司陸軍苦慮して漏働する.
・量豊71事費離を鐙守するなE、集中じて留譜貨に取り組むととで‘金穏にメリハリをつけ
.ると左も記‘11Dλ謝Zの撫土を目指す車種を展開する.

間毎月IIS日畷自の r*J匿の目Jに飢え、小.. 交は週3B鉱上、命学校は平日に灘1目以
上の体舞踊を震ける.
・盤調聾婚の盤笹tr:.~スポーツ副量密"'"バーンアウト唱臨の鴎止のためにも櫨君臨に徐豊島させ
主』

掛命学伎に毒事いては、 *JJIテスト般の豊富情動停止期間住遭側〉の厳令を徹底する.
掛各穏大会や強化獄台、コンク同JV簿への出泌を精選する.

3 幼小中連携を売実させる.
(1)小学総へ入学した健も安心した学敏生活が送れるよう、幼小の円滑な畿践を意書臨し‘児
猿週員停に遺書づいた衛調事・支援を鎗底ずる.(小1プロブレムの解嫡3

(2) 1M幹線で身に付けた総力を中学綾でさらに伸ばすた易、生機『人一人の爽重量管に応じた
;fE績を会俊体制で徹底する.特に、ゆ学校鱒1学年の指導体制と拳習内容の智得を悶る費量
級を徹底する. (中 1~ャップの鱒檎3

(3)学留蛾.• や捜灘づ〈りの視点‘について‘小中で叩賞した取組を推進する.

4 ~事底意から春休みに鶏醸学年由学習内帯の定着を図る.
(1)兇.~民健司人叩人の4食事Eを鎗司Eえた繍覇軍指務格‘信捌搬司事を先発させる.
{お事E漕内容の怠絡を織るた除、宿題毒事を与えるとともに、舗隼鹿き舗初に磁実に点.ずる.

5 碁*崎な集積習慣の擁立を闘る.(保積者。費佳のもと撒遭1
(1)早..早経費宮綱~.などの規JW正しい金源リズムを擁立する.穂区 r.金銭滋I を盤底し‘
蟹注調障を100"にする.

{紛ゲームやテレビ..時鰐等の家;覇軍のJいサレを決め、.様での学習指事閣を磯保する.
間鏡子のコミュエケ叩シ謬ンを大切にし、学校の出来事や将来の温節調事まごついてI:i官官約に
書脅し合う，

揃富民震での仕事や苧偉いなどの隠官量的な鋪動や黛騰符事、地域緩助、自然体鎌縫鋤など、
徳治活動の犠舎を織やす.

(5)学技においては‘J:E(I).....捕の充実を翻るため、 PTA.の取組として、怠鹿紙管カ
向上に'書する書豊富医者の学びの舗{拶実現r.のまなぴあもりプログラム毒事}を積極的に提
供する.

6 fま載機関の学捜支援蹄関等について
(l)学技~繕鶴岡除、会総体般による理主組の兎実や犠師慣々の綬象at.を趣旨とし、置す闘的
・積書E的に実篇ずる.

(2)先織燃や鎗』農をよげた本燥の学畿の効果的・効$的な取範をaに、鋤郷畿の破線唱~X揮
する.

{訪聞や騰の学カ窮ま及び布袋入績を遺動寄せ、検箆改嘗サイク)1-として機織させる.

【図 11-2]平成 27年 9月沖縄県学力向上推進本部からの提言 (2枚目)
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自ら学ぶ意欲を嘗て、学力向上を目指すとともに、豊か
な農現力とねiま割強さをもっ幼児兜章生捷を育成する。

本費量殺宵S毒事雇から

徹底事項

1 単先に入る鶴に、児童生稜の実態を踏まえ、教材と向き

合い、評価瀧準を設定し、学習内容を蕪点化する α

8の紛の思議生徒iこf係全身iζ付けさせるかjを暁著書にして‘ぞれを獲
草壁iこ身に付けさせる援業づくりを語監理ますること。〈説明書量器〕

2 単元!こ入る稿!之、診断的評嬬〈レヂ 4事好対等}を実施し、

児童生能一人一人の学習の定着状況を的確に把嬢し支援す

3 形成的解婦、総括的静輔から、学習の定着農を搭語思し、

身に付いていない内容があれば、フィードパックする。

(一伺凱悶溺何 問
めiにこ行うものでは4な主Lい、、。臨らdめ〉綬喜黛健唱をE綴り遥υ克纏したり‘学欝の窓穆t1'
襲い!思議生後を興体的iこ支援したりするためiこ行い‘来窓積のまま次の挙

;先に進んだり.次の学年iこ遂織させたりし宅よいこと器〈幾巣型軽4壬〉

4 輯梼の授業!こ、プラス 1のスパイスを加える。

全ての教務が、 8らの授業iこプラス 1のスパイス(アイディア〉を加え
れば、会題学力綿査における正慈軍事は蟻ちにさ主題専均へ劉漣ずる。自らめ
機嫌iこ、惣iこプラス1の姿勢で蟻むこと..(学欝意欲の向上〉

【図 12】「わかる授業 Support GuideJの「徹底事項J P 1 
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V -2)学校支援訪問による改善方策の取組 体授業観察と懇談(各 1時間)をするグループ、

学校支援訪問は平成 25年 11月にスタートし 特定の教科の授業観察を行った後、授業者と 1

た。 3月までに訪問した校数は 120校を超える。 時間面談をして直接的に授業改善を助言するグ

平成 26年度には 299校を訪問し、ある程度規 ループの 2つのグループに分かれて支援訪問を

模のある学校はほとんと、回ったことになる。平成 行った。

27年度の訪問校数は 6月から 3月までに 290校 訪問終了後、報告書などの提出を学校に求め

程度を予定している。 るのではなく、義務教育課が訪問校に、【図 15】

平成 27年度学校支援訪問の趣旨は実施要項に のような「学校支援訪問のまとめJを提供すると

次のように示されている。【図 13】 いう形を取った。これは、前年度の学校支援訪問

義務教育課を中心に学校を直接訪問し、授

業観察や校長等との意見交換を通して、各学

校の主体性を尊重した具体的で実効性のある

支援を行なうことで、訪問校の学力の底上げ

を図る。その取組の充実により、本県幼児児

童生徒の学力を平成 28年度までに全国水準に

高める。

平成 25年度以前にも本庁による学校訪問は

あったが、指定された 10校程度小・中学校を

年間計画に位置付けた上で行われたものだった。

訪聞を受ける学校においては、その日のための

学習指導案の準備や説明資料の作成等、取組や

準備をきめ細かく行っていた。

現在行われている学校支援訪問は、義務教育

課の指導主事等が学校へ赴き、学校とともに意

見交換を通して、改善方策を共有していくこと

が目的となっている。また、普段の授業を観察

することで、授業者に寄り添った懇談や相談が

できるように配慮されている。

支援訪聞を実施するに当たり、【図 14】のよ

うな「訪問する際の視点」を配布し、次の 3つ

の視点を事前に通知している。

O li'管理職による学力向上マネジメント』

o Iわかる授業 SupportGuideJに係る内

容全般及び「授業における基本事項」

o I生徒指導についてJ(中学校)

訪問メンバー構成は、義務教育課、教育事務所、

総合教育センター、市町村教育委員会より 6-7

名となっており、他の行政機関へも協力を仰いだ。

訪問メンバーは管理職や生徒指導担当との全

の改善点である。

V -3)学校支援訪問の実際

平成27年度の学校支援訪問は 6月にスタート

した。 7月までの2カ月聞に訪問した小中学校は

47校である。前年度との相違点は3点ある。

第 lに、予算を確保したことである。そのこ

とによって、離島やへき地の学校、小規模校にも

支援を行うことができた。宮古地区、八重山地区

をはじめ、久米島、竹富島、伊江島、久高島にも

足を運ぶことが可能となった。

第 2に、社会科や英語科など支援する教科を

増やし、全国学力・学習状況調査の点数アップに

偏ることのないよう、全校体制で学力向上に取り

組むことに重きを置いて支援したことである。

第3に、中学校においては、生徒指導への支援

も開始したことである。

実際の訪問は前述した二つのグループに分か

れ、管理職との学校全体の授業観察と懇談、教科

担当指導主事による 1時間授業観察と授業者との

懇談を行った。【図 16、17】の写真資料は訪問

時の授業の様子である。

授業後の授業者との懇談では、「授業における

基本事項」叫を基に、授業の自己分析を促し、本

時や日頃の授業で困っていることなどを中心にア

ドバイスを行う。また、授業改善に向けて必要な

資料等を適宜提供した。授業者を評価するという

視点ではなく、課題解決、授業改善という視点で

じっくり時聞をかけて、授業者の声に耳を傾け助

言を行った。そのことが、教師の学力向上に対す

る意識高揚につながっていくと考える。
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平成27年度学校交緩訪問について

終殺害警I?喜義務綾子宮ま護学力向上総滋'袋

t 学畿支幾級事事の講義富

義務教孝子選講をゆ心i工学校脅威緩め燃し.綬重量綴緩や絵後零との議室見交線を逃して‘各学絞め t体銭

安害事選ました主主体的でごw効性のある支畿をげなうことで.総鈎校の学力の覇軍上げを繍る*その戦線の充

実により，本幾重JJ~児露量生後五!)雪量 JJを事総28態度までに会隠題点準;ニ j議める@

2 学読ま監綴織鱒の棄な鏡点e・....[策斜1]

(l) r管聖書織による学力向上マネジメントj

( 2) rわかる綬灘出隊約r!Gulde Jこ綴る御幸華全般及び f綴漢における主主"*築現j

(:~ f生徒指導事むついてj (中学絞}

3 農産関メンパー郷軍成

義務教事苦線、孝君事事事務所，総f誉教狩センター‘ lf王将村教務署を険会より品-7名の機長官メンバーで談

開ずる.(義者締ま?については，議関の紛滋に学後iこ滋綴するがl!Hl縫製の詞11滋1撃がある}

4 支緩餓問畿自の草壁れ

(1)学校要;IJ違憲 縫袋織鯵15"'2帯分鏑
(2)滋問あいさつ 喜重跨滋瞬、総i~織員霊的機総‘教聖子車務総や綾内研究君事の締綴交換 mm
{制緩翼車線要課 11念寺金銭号皆様鋪

校長及び総!間務ぬ内 2-3おで全学畿を巡闘し、綬重量の綾子を鰻望書

午義母2経路校:3校勝 ずる姐液中学校においては学校ぬ笠後際毒事実務も害事加すること b

午後策総校::)絞襲警 騒塞の3きfJ;.笠殺を 1草寺島幾議

華寺主主の学年.学織を 1辞書間観毒害する綬獲については.小学授は防総長

事事数.磨重斜、，'，学授は服毒語、量生"'1.線科会藤本1::‘これらの教終以外

もf'iう場合がある智

主語嫡善事事撃はな〈てよい秒

(4)慾滋 i際機識との議議Ir学力5自ill:マネージメント及び主主総務事事体綴iこッいてj

校後、事費愛護及び銭関鍔の内 2-3名と懇言語そをfi:入
午鈎2健機校:4校時 中学校についてはも学絞の食後詰霊場事長戦を交え.議室紛の IO.~)'織は金
午後実施校:各校玲 後惨事事|渇望書の懇談をfiうe

[!善寺紛幾重持委受けた綬薬省との饗議 f綬幾改善華iこコいてj

l器専問綬j繁華望書課望号受けた綬薬務と教鰐側議案事が懇綴ずる食

員高授3議後、強談iこj向けて【資料 2]を記入する@

話語学縫製翁や高lf究1off:.教務."IfEさ撃が島容わてJてもよい。

器 増量綬支爆自書簡の誠惑について

議関投との議関n防毒事的議題鶏i主、務員約 (2'"3~霊[l男総) iこ雪量 nl~1上畿運皇霊法かろ各義務事務長持‘術町

村教葬祭覧会俊介して講談校と行う砂

調畿を終え紡闘が決定したT学校iま.紛鱒肢の請書週の培a韓nまでに、 l善寺湖幾重認する f綬幾重量と鎖元

sj [様式 11 ~を F ，I\ Xで綴僚はt3 カ持ねする帽

く〉市町村教育号車幸運会 o級事軍基事務翁 C義務教育線学}J向上機幾重護学校支援鋳締事il1i

S 鈴問後の対応について

給関終了後、義務教事干識は続問校iこ f学校支綾議車問ぬまとめj を機供するゆ

【図 13】平成 27年度学校支援訪問について(実施要項)
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{資料1] 学校支援訪問の視点について 教育問務教育線引j向上被滋議

o・g・-による単カ陶.tマネジメント
1.どジョンの術祭・共有・浸透〈めざすゴールの共有〕

2. 目擁般~及び隠線管理{鑓織選.)

3. A~客約機聖書の術祭{縁組の焦点化}

ロ fわかる授業$upportG現ideJr 口予織的放の効-*的危話JlI
のf.f;mをi通した授業己主j

ロ，r.測量主総!誌を踏まえた教科{fZr.'1:ft酬の工夫・t民1'lf
G繍聖子t話線.阜の適時現への位説付lす・災民

ロショートスパンによるテストの実施 ・，f<創， .支

口'1!l('11) ‘ヲif:.(/1、)の般の解消
{設内fVf習を ・民1;¥活動-:.'t)

口数u研究の時IlIlの絡i采(巡持組への依i滋Htt:'事)
ロ句~;IJf古) Iこ¥fcbシステムの効栄的な訴j河

ロlr'J~や淑組の災車義的滞!の.R.I任し・スリムfじ・精選
口{部総動の通正化

ロ綬~と連動した衛星1I (点検・評価} {栃動的問、(..I;~n‘活動的tl:期 1 :11の徹底)

4.鎌田の後...とます緩の3U健(媛Z障の貨の管理}

5.総Ii'a!!司書サイクルのシステム化 (P飢冶サイクル}

0担aにおける・*寧珊
ロ始業前Iのう企l"Im .uのtl~{!裁と.飢・締予の銭殴殺さ1 全校体制で災級実践を

生鮮 留 規 4車 ロf受業開始・総了時刻の徹底 強t成しているま;;<4交は、彼
口学習態度{泌す ・聞く事}の磁.(1 ;起に定者していミ~"l). 

ロ身につけさせたい}Jを総まえた 「めあてJの設定・tiぷ めあてが、小111元4れや
めあて・ふりかえり

ロ「めあて』と迎勤した「まとめJrふりかえりJ
活動内総にならないよう
改滋IJI必E‘主です.

ロ「なせ'?J r どう与える ? J など、 yl喰生徒のID~を -n:I-~予約な~fI\l~泌

~ 問 促す5rerr.1 り返さないように忽燦

口乍官fのねらいに迫る、意じ調的.ßr~量的な~rlll
的 ・ ;u湖約な泥Il~JIJI必'p.!
です.

口泊!J窓生徒のj1_1!障害がi7lまる、術滋で的後な説明 説明や術~を筒淑にす

説明・繍 示
口Jぽ飛佐誌の学~1状況に応じた、 Jl体的で的儀な術ぷ ることで集中};を広め.
ロ!.12m'主誌のJ1j!併を幼ける教以や ICT機総の効来的な 上官解~深めることが必']1;
活JJI です.

口抗1級生徒均!~えをまとめた り点~したη する的，:1]の勝保
児滋共F.t主1うf忠.;s.し、 f苫

思考・判断・寝現 目めする時1ll1~ 1-分に篠保
口学を1のねらいのj宣成に向けたd.:tH8動の4支持:

することが必獲です.

口J尼sEIミ1去のll;l;，l雪崩fj1に沿った.榊i1l的な桜，'.
i早々 の巡f'1に約二，た韓正

領.・ノート
口児時1~従の思~の足跡が見えるノート f積場

.IJとノート指導が大切で

す.

媛.マネジメント 口-tll{立幹事1&1で完結する授業の徹底
~姻とまとめのある完

革主将1段;J$が必要です.

※ 「わかる綬~ $upport GuidcJにもめざす綬来像として「俊滋t主将の視点Jr f.霊泉カチヱツクシ← トj
ミ事Q:総裁してあります.この「授業における)，~本司法lJ'IJ は令校文係訪問lでええてきた金以的に災通した綴泌
を取り J:げてあり、 fわかる授業 Supporl G自idejにJ食されている内務よりもさらに「必本的jな内務と
たっております.これらの資終を討的iζ合わせて瀦抗ldJlJFさい.

【図 14-1】学校支援訪問の視点について(1枚目)
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生徒指潟を彼自主させるための学校カ~銭人カから学校カヘN

生徒指将 t'lt~事、約3どの先生iニ mるJ持将体制は. ~での児所生徒に"がriさ附か
なかったり.人;J~)Hhによって焔孫 IJが大さく係 Fしたりすることがぬります.人
材ff成金含めて全ての綴{~でr.Tìnに』うたる体[闘が学佼桁努力をおめ可~-?

校長を恥心に学校布lt:1lが機能し.全校I:I'，;母体制が6痛なしている.
~'Wの生徒j計諸事総が統唱され争政全体でよ毛泌:H~zlrっている.
111同日に*l釣・泌総 ・割I.:o:!:'替の約制asf施、 mi}Ji準拠が凶られている.

os健抱擁における菖本..

指導・支縁体制

生徒指導の三機能を生かした授業づくり

ψ校生if;の '1' ，心}主俊~です.したがッて'I:f.t術革3の '1'心もf'~震にあり.佼j震のゆ
に生徒!計得の 3 てJの機能である f9己決定j のJl.}があり rn己存イピ~J が王室じられ
「Mj~ドJな人n:IIlU係 j に文えられたやびのあるf'll1づくりが大切です.

【自己決定のI舗を与える綬業}
n らお星組~見付けそれを1!;Rし、 n ら与え . 判断し ‘ &.製する後:t!}こなっているか.

ロ m々や鋭祭の時的jで考えJjやl!H認の llll，~が，止されている.
ロ 自分の2まえや!JJ，)号jj，H'H:ふり返ることができるノート指将ができている.
[自己存在感を与える段黛]

川市('ti.l，ど a人}人に学ぶヲ隠しさやh抵抗感を味わわせるJ:λーがあるか.
口 俊1誌にぷ欲的でなく学J認すよ娠の児喰'U主に対する配滋がある.
口 犯誕生徒の実態zf巴阪し‘段業のどのtlJlÍlÍで、どの ~f~'紅後が'1:かせるか怠肉的

な，ft闘のある授業で必7.>.
【共君事的な人間関係に支えられた録集】
ぉη.いに認め合い、午ぴ合うことのできるk:'.，'; O<J!ri J:のある録業か.

ロ ，ìð しfTいf活動やグループ紙動で>~*/t!是がそれぞれのuさを~Niで<!{，ようにす
る教i穆の.k:!設がある.
学級に共感的人WIOO係が'sかれており.児1J'1.'tもを句人 人がn分の々えをき2け入
れてもらえる安心感のぬる綬食でめる.

生徒治議の3繍能~
E主かした担霊祭

濁境による生徒指導力をm~睡し効票的に活用する
W!賞E領され清潔に保たれた現段は‘その須崎I...:.Q-zおく割~ !l'! 'Htの行動や~え

}jlこ大3なæ轡をリえます.然f坦m領された 'Jò~ぉt;l15lのもつ喰徒防得力を .fi.:2.ilし
γ校念体でH1詰(ltJに取り縫iむことが大切です.

口

教宮内治!W滋に保たれ、学習mH. ロッカー:事の~.fl~r.U!iがfiわれている.
~~1宮内の消防が行き悩さ. f，~にトイレはきれいに依fIlされている.
持誌のtま紛及びff:i険釘1好のほ鋭がなされ、 1旨念涜iの綴織がでさている.
lEや"にあふれ.校在Eや午後刈辺の寝耳u化が終ッている.
学校mま.'f:{f. LI t禁.学級Yt'H:加えて校.]11やめざす生徒像カ!1:'r約五ilごlijぷされ、
.~ての聡uが1・4 じ賄理事がでiきるよう潟J示物が充実している.

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ

生活環洩・学IU車線

魅力ある学校づくりがIlも効接的な問題行動の朱然防止につながるζと

与tWlm.J.I. ・ 尽J~I対応i立、対処療法であり、既!ょ!湖沼lが発生している状況です. 本
来、Ir.l舗を発色させないぷ然i坊[1:1こ紋むhを殺ぐべきです.そして.Juも効果的な
未然紡tl:読は総均約で安心 ・2号令な学校づくりです.また、生徒!fr>>事における対応

にはタイミングとタイムリミットが祇1援です.然感ずるζとも大切ですが.その日n
にもrr.muま深刻化します.僚会と期限を見蝋めた対応が1な~です.

安心・ 1記念な rlUJJある学校づくりJをJl..JJl化し、実践している.
管支しい銀問活動が批准され学級活動が光夫している.
児 "立定後のn t:的 ・ 自治的話・動がl1j;jfii され児司司会 ・ !j~t<会t活動が先:起している.
抗!1賃金徒のiミさをWIまし rI.!:， j訪，rrづくり・紙総のl~づくり J を実践している.
いじめや.H!校への諜足立に対してn体的なJ;tJ，e;を191!iまにし、栄町している.
m交の fいじめ紛iI:AA4:}J針JIこ縫づいた4主体的な取組廷行っている.
sc‘ ss官、アシスト HU主11'，'手とのì.'l!mが先~し‘その.fì主~ilimがIfわれている.
u常的に側係機関とil1!機を行ヮている.

臼
口
口
口
幻
自
ロ
ロ

いじめ・不登絞対策

(2枚目)
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【図 14-2】学校支援訪問の視点について



琉球大学教育学部教育実践総合センター紀要(第23号)

f学校支援訪問まとめj

沖縄県教育庁綾務教育練学力向上機違憲

学校支畿結構終了後、学校においては、紡聞の際の内容努まとめ.会蟻績との共通重複解毒事実践

に鍔めていることと葬じます.今閥、事義務教育擦が作成した f学校1i:畿訪問のまとめ』を健供激

しますので‘灘員会滋や校内研修毒事において活剤し‘日々の授業改欝等にお役立てください.

ト学枝 市蚕石1
1寺日{念}

国軍I

ヨ
1.管理織との揖合いから

・8問贈毒事、できるだけ媛繊獲の高い単元テストを選択し、銀幾改鋳とつなぜるとともに、

仮織、ノート指導金充実しており、紙上の学習織見も襲っている.

・f2分締着席iについて.全校体制での激継を徹畿ずる.

-各取総について益事関サイクルを擁立し、鰐偏・政鱒のPDCA習を撤底する.

2.捜鍵敬織に向けた据合いから

教科 月号 5乱
儲議 -一問一答式にならないように、ヨド時で身に付けさせたいカを明確にした上で

綬黛に臨む.

-子どもが思考した〈なるような闘いを縫滋するためには、議考のズレを集じ

させることが大切である.教材分続4をしっかり行った上で、教材研究をし、

金鵠学カ鵜査の瞬蝿も穏期して思考を深める.

算 数 -本時で泥重量に~えさせたい場磁を研究し‘提議に気付かせたいこと、道場えさ

せたいことを譲渡し、質問と発摘を分けて般講を構成する，

-斑叢の発言雪に fなぜ?.J r どうして ?J 等の問い越しを行い、~愈の思考を

揺さぶり、新たな考えを引き崩す綬象条梁飽ずる，

-訴審を予憩ずる教材研究を実施する.

.)IJ数で練臓のある場結を分析・難現し、会場結で系統的に綬識改替安行う.

-路..の f綴り躍りjの時開を磁g換する.(学んだ内容の待機器}

護科 -学習綴織を学年、学校全体で徹底する.(チャイムスターh 鰯く強度}

-教鱒の湾問に対して提議が文掲Zで発曾するようにする.

-児畿の疑問後拾い上げて線魁につなげる.

-既欝事寝を教師が鐙獲して、提3量の思考過穏を考えながら授鶏~りをする，

「
【図 15】学校支援訪問のまとめ例(小学校)
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【図 15】学校支援訪問のまとめ例(小学校)

V -4) i学校支援訪問のまとめ」から

訪問終了後、各学校へ提供した「学校支援訪

問のまとめJ(前頁参照)は、各担当主事が I単

位時間の授業観察、懇談を通して指摘した課題内

容ではなく、教科(学年や学校)全体へ広げられ

る今後の具体的な取組を示唆するものになってい

る。

「学校支援訪問のまとめ」を基に、 7月までの

総括を行い、 9月からの学校支援訪問の改善を行

った。

改善点は、「授業終了前 10分を意識し、まとめ、

振り返りを確実に行う授業実践にするための指導

助言を行うJことと、「中学校数学における 1時

間の授業観察については、教科担当指導主事2名

体制にして 2クラスで行う」ことの 2点である。

中学校数学の2名体制は 10月から全中学校で実

施した。

6月から 12月までに行った訪問校数は 168

校であった。「学校支援訪問のまとめ」に記載さ

れた文言を基に、成果と課題を再度総括し、改善

を図った。

【図 17】学校支援訪問時の授業風景

極的にリーダーシップを発揮していることや数年

前と比較して授業観察の頻度と内容が高まってい

ることが挙げられる。

また、 P D C A (マネγ灯トサイクル)の意識化の具

体的な成果としては、教科会 ・学年会の改善 ・充

実を通して、日々の授業改善に取り組んでいる学

校が増えていることや学力向上推進の取組を定期

的に点検・評価し、適宜改善を図っている学校が

増えていることなどが挙げられる。

学習規律の確立は学校支援訪問の大きな成果の

一つである。他校の取組の工夫や全校での共通実

践事項の事例などの紹介を通して、チャイム着席

からチャイムスタートへと児童生徒、教師共に時

聞を守ることに対する意識の高まりが見られた。

学習規律が整うことで、落ち着いた雰囲気で児童

生徒が授業に参加している様子も多く見られるよ

うになってきた。

本県の学力向上推進の中核となる「わかる授業J

の構築という点においても、板書計画ノートを作

成して授業に臨む教師が増えたことによって、板

書と連動したノート指導が知実に成果として表れ

た。特に、授業の振り返り(リフレクション)の

V -5)学校支援訪問の成果 実践による学年会や教科会が充実しており、算数・

12月までの成果は、次の 4つのキーワードに 数学科においては、授業を振り返る際、 【図 18】

集約されている。 の3点ツールの活用が充実してきたことが大きな

l 校長のリーダーシップ 成果となっている。

2 PDCA (マネγ灯トサイクル)の意識化 vlli

3 学習規律

4 板書と連動したノー ト指導

具体的には、 学力向上推進において、校長が積

-347-



琉球大学教育学部教育実践総合センタ一紀要(第 23号)

思考の足跡を見取る。

ノ
ー
ト
写
真

板
書
写
真

VI)学校の取組の実態

VI -1)アンケー卜調査結果から

ことでは、「学力向上の取組に関するアンケー

トJixの集計結果を基に、県教委が提案した施策

に対する学校の取組の実態を明らかにする。

設聞は9問で、選択肢は(1)から(3)までの三択

となっている。【図 19】はアンケー ト内容である。

設問ごとに選択肢が異なっている。【図20】、 【図

21】は小 ・中学校のアンケート調査集計結果で

ある。棒グラフの数値は割合である。

選択肢(1)の数値が高カ、ったのは、 lと9の設問

で、あった。学力向上推進室の提示した 「学力向上

年間サイクル」を自校で作成し、 全校体制で課題

改善に日常的に取り組んでいることが分かる。ま

た、教育行政の学校支援に対して肯定的に捉えて

いることも明らかになった。

小 ・中学校を比較して見ると、小学校は、レ

ディネスを揃えるため冬休み、年度末、春休み、

年度初めの取組や校長による日常的な授業観察、

教頭による日常的な授業観察が充実していること

が分かる。中学校は、 「沖縄県学力向上Webシ

ステム」の計画的な活用、「わかる授業 Support

GuideJ 1授業基本事項」の内容活用による授業

改善が充実していることが分かる。

中学校の課題は、年度末や年度始、 長期休業

日の取組と菅理職による授業観察と指導助言であ

る。

【図 18】授業 3点ツール:1板書計画J1実際の板書画像J1児童生徒のノー ト」

V -6)学校支援訪問の課題とその改善策

課題とその改善策は 5つのキーワードに集約

し、市町村教委や各地区教育事務所へ全県的な共

通の取組として周知している。

学力向上マネジメン ト内容の充実

P D C A (マネγメントサイクルの計画的な実践

単元(授業)構成

45分 (50分)の授業マネジメント

思考力 ・判断力 ・表現力等を育む授業づ

くり(発問の工夫)

2 

5 

3 

4 

lの具体的な改善策として、年聞を通した補習

の設定や実施、教頭の授業観察と指導助言の促進

等を示した。

2では、身に付けさせる力を明確にした単元の

マネジメントの実践、思考力、判断力、表現力等

を評価する問題 (B問題)と、採点基準の作成等

が具体的な改善策として挙げられている。

3では、全国学力 ・学習状況調査や Web調査

等の結果分析と授業改善への反映、教師主導、説

明型授業から脱却を促した。めあての設定と提示

の工夫、思考を促す発問や学習のねらいに迫る

意図的 ・計画的な発問の位置付け、「わかる授業

Support GuideJ、「授業基本事項」を日常的に活

用した授業づくり等、単元構成、授業構成という

視点で改善策を示した。

4の「身に付けさせる力」を明確にした授業の

ねらいと、まとめ、振り返りを連動した 145分 (50

分)完結型授業Jの実践は最重要課題である。

5の課題については、発問と連動した板書

計画や教材の工夫、思考を揺さぶる発問計画を改

善策として提示した。
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<学力向上の取組に関するアンケート>

1 自校の「学力向上年間サイクルJに基づく学力向上の取組について

(1)全校体制で適宜、評価・点検し、日常的に課題改善に取り組んでいる。

(2) r学力向上年間サイクルJに基づき取組を行ったが、評価をしていない。

(3) あまりできていない

2 r沖縄県学力向上 Webシステム』の計画的な活用について

(1)計画的に実施・入力、分析を行い、授業改善や個別支援等につなげている。

(2)実施はしているが、実態把握のみに止まっている

(3) Web実施について全体での確認が弱く、計画的に実施がされていない。

3 rわかる授業 SupportGuideJ r授業基本事項Jについて

(1)内容が共有され、意識して取り組み、授業改善が図られつつある。

(2)内容は共有されているが、日常的に意識した取組につながっているとはいえない。

(3) 内容の共有もされておらず、日常的にも意識されて実践されているとはいえない。

4 レディネスを揃えるため冬休み、年度末、春休み、年度初めの取組について

(1)すでに具体的な計画が立てられている。

(2)予定はしているが、具体的な計画はこれから。

(3)予定はしていない。

5 行事等のスリム化について(家庭訪問、行事の練習時間縮小等)

(1)できる限りのスリム化は既に行っており、時数の確保のみならず、校務の改善につながって

いる。

(2) まだまだ改善の余地があり、次年度に向けてさらに検討している。

(3)時期を変更したり、内容を変更する程度にしてる。

6 学年会(主に小学校)や教科会(主に中学校)の充実について

(1)マイノート作成、板書計画、授業リフレクション等の取組を通して授業改善につなげている。

(2)設定はしているが、ほとんどが教科の進度調整や行事、生徒指導等の確認になっている。

(3)週時程内に設定されておらず、計画的な実施ができていない。

7 校長による日常的な授業観察について

(1)毎日複数回、全教室の授業観察を行い、適宜助言等を行っている。

(2)毎日 1回は行っている。

(3)時間のあるときに行っている。

8 教頭による日常的な授業観察について

(1)毎日複数回、全教室の授業観察を行い、適宜助言等を行っている。

(2)毎日 1回は行っている。

(3)時間のあるときに行っている。

9 市町村教育委員会、県教育委員会、教育事務所の学力向上に係る支援について

(1)必要な支援が提供され、学校の学力向上につながっている。

(2)必要な支援が提供されているが、学力の向上につなげきれていない。

(3)必要な支援が提供されているとはいえない。

【図 19】「学力向上の取組に関するアンケート」内容
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[図 20]学力向上アンケー 卜結果(小) [図 21]学力向上アンケー ト結果(中)

VI -2)アンケー卜の考察

在籍数が 30名以上の学校で上位 20校と下位

20校とを比較してみた。取組の効果が見られる

項目は2、3、7、9である。【図22】

逆に、効果が見られない項目は 6であった。

ただ、この項目の設聞を見ると、学力向上におい

て課題があるからこそ、 学年会(小学校)や教科

。〉
0% 2飢 4似 6飢 80括 1∞%

全学校 -E・E ・_:.-.-・E ・_ 59 目

上位20校集計 10 E ・E ・・E・.-・E ・. 7.0 01 

下位20校集計 -・E ・ 8 閥

⑦ 0% 2日% 4口弘 6α% 80% 1∞% I 

67 務務協働協a

10.0 -
下位20校集計 量置 10 協m~

会(中学校)を充実させていることや時間確保が

できていないという時間割編成上の別の要因も考

えられる。項目 4は全学校に比較して、上位校、

下位校共に数値が低い結果となっている。レディ

ネスを揃える取組そのものに有効性がないのか、

課題の出し方など取組内容に問題があるのか原因

を探る必要があるだろう。【図 23】

{会 0% 20% 40% 60% 80% 1∞ %  

全学校 -F 68 開

上位20校集計 ..' 9.0 

下位20校集計 10 磁翻

l⑨ 0% 20% 40% 60% 80% 1∞% 

全学校 E ・E ・_'J_ _  ・E ・_ 38 協憲司

|上位20校集計 ーーーーーー-.，.・E・-ーーー・ 4.0 協盟問

|下位20校集計 E ・E ・_.-・E ・_ 6 修務観

【図 22】学力向上アンケー ト結果による在籍数が 30名以上の学校で上位 20校と

下位 20校で成果が見られた項目
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【図 23】学力向上アンケート結果による在籍数が 30名以上の学校で上位 20校と

下位 20校であまり成果が見られない項目

V111)改善方策の検証

V111 -1)正答率30%未満の児童生徒の改善

では、県教委が総括目標を達成するために打ち

出した「正答率 30%未満の児童生徒と無解答率

の改善に向けた授業改善を中心とした取組」につ

いて、その成果はあったのか。データをもとに検

証する。

まず、小・中学校の「正答率 30%の児童生徒」

の割合の推移を【図 24】、【図 25】で見る。

グラフには、平成 19年度から平成 27年度ま

での全国学力・学習状況調査における全国と本県

の各教科の 30%未満の児童生徒の割合(%)と

全国との差 (p)が数値で記されており、全国と

本県との差の推移を折れ線グラフで表示してい

る。

小学校の場合、平成 19年度には国語Aが 0.6

P、国語Bが 11.7P、算数Aが 0.8p，算数B

が 7.6Pの差があったが、平成 27年度には国語

Aが0.3P、国語Bがー1.8p，算数Aがー 1.2p， 

算数Bがー0.9Pの差となっており、改善の進み

具合がはっきりと表れている。 特に、学力向上

推進室が開設された平成 25年度と比較すると。

正答率 30%未満の児童の全国との差の改善は顕

著である。

中学校は、数学Bの変動が大きい。しかし、平

成 18年度と平成 27年度比較すると、わずかで

はあるが改善が見られる。国語Aは横ばい状態で

あるが、国語B、数学Aは改善していることが伺

える。 県教委が目標として掲げた「正答率 30

%未満の児童生徒の改善」が進んだ小学校は昨年

度、全国 24位と躍進を遂げた。下位層に視点を

当てて、授業改善や補習等の取組を充実させたこ

とが大きな成果につながったと言える。一方、改

善は進んでいるものの未だ最下位にとどまってい

る中学校の課題は、下位層の底上げの取組である

ことも明確になった。

VlII -2)無解答率の改善

次に、もう一つの改善方策「無解答率の改善」

について検証する。

【図 26]，【図 27】は、小・中学校それぞれの

本県と全国の無解答率の差の推移を表した表とグ

ラフである。

小中に共通して言えることは、全体的に見て右

肩下がりの形状になっていることである。また、

学力向上推進室を立ち上げた平成 25年度以降は

全教科に無解答率の改善も見られる。

Wト 3)改善方策のまとめ

小学校においては、改善方策として掲げた正答

率 30%未満の児童生徒と無解答率のいずれにお

いても改善が見られた。その取組後、平均正答率

が一挙に全国平均よりも県平均の方が高くなり、

目標を達成し維持している。

このことから、改善方策の取組は小学校におけ

る学力向上の成果につながったといえる。

また、中学校においては、無解答率の高さが

大きな課題であった。しかし、着実に改善が進み、

正答率の全国平均との差の縮小につながっている

ことが分かる。

今後、中学校の学力向上を推進するためには、

正答率 30%未満の生徒への実態に応じた手立て

を講じる取組の充実が重要と言えるだろう。
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【図 24】本県と全国の正答率 30%未満の児童の推移(小学校)
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【図 25】本県と全国の正答率 30%未満の生徒の推移(中学校)
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【図 26】本県と全国の無解答率の差の推移(小学校)
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【図 27】本県と全国の無解答率の差の推移(中学校)

川)おわりに

県教委の学力向上のこれまでの取組は全国学

力・学習状況調査等の結果分析、検証などの視点

においては、有効で、あったと言えるだろう。

特に、学校を直接支援する「学校支援訪問」は、

授業改善において、一定の効果を上げていること

が明らかになった。

しかし、その取組に対する批判も多くある。「約

2週間ひたすら練習問題や過去問題に取り組む」

「昨年度の成績が悪かった。集計直後に県教委が

『激励訪問』に来た。JXなどの新聞記事がその批

判の象徴である。

ただ、練習問題の反復では、 B問題を解く力は

付かないともいえる。小中学校のB問題の結果も

改善していることから、練習問題等の反復による

結果ではなく、授業改善が進んでいると見ること

が妥当であろう。また、学校支援訪問は、前述し

た通り、比較的成果の上がっている学校や児童生

徒数が 10人に満たない離島、小中併置校にも行

っており、全国学力・学智状況調査の結果が芳し

くない学校への訪問というのは適当とは言えな

し、。

全国学力・学習状況調査とともに実施された児

童生徒質問紙の結果を【表3】で見ると、学習意
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欲や生活習慣なども高くなってきていることが分

かる。現在のところ、取組によって児童生徒の学

習意欲は減退していない。

平成 27年度に検証される小学校の「全学校全

国平均以上」と中学校の「全学校全教科全国平均

差-5%以内」の平成 26年度の目標は達成され

たのか。平成 27年度、全国学力・学習状況調査

で全国平均正答率(全教科平均)を超えた県内の

小学校数は 269校中 129校であったことを見る

と、約半数の学校が達成したことになり、確実に

目標へ近づいていることは間違いない。

中学校においては、国語Bのみが目標を達成し

ており、未だ課題が残る。

平成 28年度、全国学力・学習状況調査に臨む

中学3年生は、平成 25年度に平均正答率の全国

小学校 H 19 H27 

国語や算数の勉強が好き 58. 3 65.4 

" は大切だと思う 92. 1 93. 4 

" がよくわかる 74.2 79. 2 

将来の夢や希望がある 84. 6 87. 1 

朝食を毎日食べている 81. 8 85.4 

難しいことでも挑戦する 71. 0 75.6 

家の人と学校でのことを話す 63. 1 73.3 

との差がー5ポイント以内の結果を残した当時小

学校 6年生の子どもたちである。また、平成 29

年度には、全国平均を超えた生徒が調査に臨む。

もし、次年度以降、中学校の結果が伸び悩むとす

れば、県教委の学力向上における取組も大きく見

直す必要があることになろう。学力向上の取組の

ために児童生徒を勉強漬けにして疲弊させてしま

っては本末転倒である。三村のいう「将来の市民

生活の土台となる知、徳、体をバランスよく育て

ることが義務教育の役割だJxiとの指摘も忘れて

はならない。

今後も、継続的に、調査結果や学力向上の取組

の実態把握、分析、検証等を通して、取組の有効

性について考えていきたい。

中学校 H 19 H27 

国語や数学の勉強が好き 53.5 57.6 

" は大切だと恩う 84. 1 87. 1 

" がよくわかる 61. 1 69.2 

数学ができるようになりたい 89.6 92.4 

朝食を毎日食べている 76.4 82.2 

難しいことでも挑戦する 59. 7 68.0 

家の人と学校でのことを話す 52. 7 68.2 

【表 3】「平成 27年度児童生徒質問紙」の結果より

<注釈>

1沖縄県教育振興基本計画JP 8に「②主要課題」と の施策展開「ア確かな学力を身に付ける教育の推

して、次の記述がある。 進」の中で、「指導方法の工夫等により、幼児児童

本県の児童生徒は全国学力・学習状況調査において 生徒の学習意欲を高め、一人ひとりの学習の定着状

小学校、中学校ともに全国平均に及ばない状況であ 況に基づいたきめ細かな指導の充実を図り」、「学力

るが、徐々に全国平均との差が縮まっており改善の の定着状況を定期的に把握し、授業改善に生かすた

兆しがみえる。しかし、本県の実態として、学習内 め、学力到達度調査や達成度テストを実施するほか、

容の定着が弱い児童生徒や基本的な生活習慣が確立 家庭学習については、授業の予習・復習の習慣化を

していない児童生徒の割合がほかの都道府県に比べ 推進」するとある。

て高いことから、その解決に取り組み必要がある。'" P 8の 1(2)確かな学力の確立」に「幼児児童生徒一

ii P 105の 1(3) 自ら学ぶ意欲を育む教育の充実」

人一人に「確かな学力」を身に付けさせるため、学
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習指導要領に示された学習内容を確実に身に付けさ 【参考文献】

せることを基盤に、学力向上に係る課題解決のため、

具体的、効果的な取組を推進する」と示されている。

;v 2015年8月に沖縄県教育庁義務教育課学力向上推

進室が「平成 27年度全国学力・学習状況調査の結

果〔概要JJを公表した。

v 2013 年 10 月に沖縄県教育委員会が í~確かな学力

の向上』支援プラン」の改訂版として、「わかる授

業の」構築による「確かな学力」の向上(施策の中核)

の充実を具体的に推進するための手引書となる冊子

のこと。

v， 2013年 11月からスタートした学校支援訪問にお

ける授業観察から、県内の授業改善の視点を「わか

る授業 SupportGuideJJの中から 7点に焦点化し

示したもの。

V[; i学校支援訪問の視点についてJの中の「授業にお

ける基本事項J(【図 14】を参照)のこと。学校支

援訪問を通して、課題がある事項を焦点化して示し

たもの。

viii 学校においては、新年度 4月が学校行事や単元指

導計画等、年間サイクルのスタートとなっているが、

県教委が施策として打ち出している「学力向上年間

サイクル」は 1月スタートとなっており、 1月から

3月までのを学年のまとめの取組期間、春休み明け

の4月、夏休み明けの 8，9月をレディネスを揃え

る期間としている。

;x 2015年度 12月、学力向上推進室が沖縄県全域の

小学校 270校、中学校 148校を対象に実施したア

ンケート調査

x 沖縄タイムス「子どものいま一学テ対策 l 普通の

授業がいし、J2015年4月20日付け 1 -(1) 

三村和則 (2015)i子どものいま一学テ対策5 ~躍

進』真価 2年後J2015年4月 24日付け『沖縄タ

イムス~ 26 

2015 i平成 27年度全国学力・学習状況調査の結果〔概

要JJ沖縄県教育庁義務教育課学力向上推進室

<http://www.pref.okinawaJp/edu/gimu/jujitsu/data/ 

jokyo/documents/h27zenkokucyousasashikae.pdf > 
2015年 12月4日アクセス

2012 i沖縄県教育振興基本計画」 沖縄県教育庁総務課

2012 i沖縄 21世紀ビジョン基本計画(沖縄振興計画)J

沖縄県

2013 iわかる授業 Support GuideJ 沖縄県教育委員

会義務教育課学力向上推進室

F
h
J
 

F
h
d
 

n
J
 


